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今週のキーワード

Na-ion/Siアノード
次世代電池がEV・グリッド市場を席巻

43
件

総記事数

8
カ国/地域

対象国

15GWh超
Na-ion調達

70GW
(2026年)

VPP市場予測

今週の全43記事 ― 5軸評価で読むべき記事を選ぶ
各列の見方 ― 技術新規性：ブレークスルー度合い 実用化距離：製品として使える近さ 市場インパクト：業界全体への影響規模
データ信頼性：定量データ・査読の有無 日本関連度：日本の企業・サプライチェーンとの直接的関連性

# 記事タイトル 種別 技術
新規性

実用化
距離

市場
インパクト

データ
信頼性

日本
関連度 一行サマリ

#01 CO2バッテリー実証 新製品
●●●●

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●●

○
●●○○

○

Google支援のEnergy Domeがアリゾナに19MW/10
時間のCO2バッテリーシステムを導入、2029年稼働
予定。非リチウムLDES技術の加速に貢献。

#02 G7リサイクル戦略 市場危機
●●●○

○
●●●●

●
●●●●

●
●●●●

●
●●●●

●

欧州・G7がバッテリーリサイクルを戦略資源化。203
0年までに需要25%を再生材で賄う目標、EVバッテリ
ー再生材含有率を義務付け。

#03 米国Na-ion推進 企業戦略
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○

米国電池リーダーシップ連合が発足、Na-ion電池を国
家最重要技術として推進。15GWh超の調達計画、国
内サプライチェーン構築へ。

#04 中国Na-ion大規模投資 企業戦略
●●○○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●○

○

中国CALBが110GWh蓄電プロジェクト推進、Nayua
n Technologyが10GWhナトリウムイオン電池工場を
着工し材料生産も。

#05 Chery Na-ion量産 新製品
●●●○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

○
●●●○

○
中国Chery提携のNa-ion電池工場が生産開始。ハード
カーボン技術が鍵となり、EV市場での商用化を加速。

#06
パキスタンNa-ion
BESS

製品紹介
●●○○

○
●●●●

○
●●○○

○
●●●○

○
●●○○

○

Moonwattがパキスタンでソーラーハイブリッドプラ
ント向けに受動冷却式Na-ion
BESSを展開。費用対効果とグリッド安定化を狙う。

#07 鉄-Naグリッド蓄電 新製品
●●●●

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○
●●○○

○

Inlyte Energyが鉄粉と食塩を用いた低コスト・長寿
命の鉄-ナトリウムモジュールを開発。セラミック膜
で腐食防止、グリッド蓄電向け。

#08 Na-ion製造収率 解説記事
●●○○

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○

Na-ion電池の製造収率向上のため、材料からセルまで
の多段階試験フレームワークを提案。CATLのGWh契
約も背景に。

#09 Na-ion商用化加速 市場概観
●●●○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○

Natron EnergyがNa-ion大規模生産開始、UNIGRID
資金調達、BYDがJV設立など、Na-ion電池の商用化が
世界で加速。

#10
インドLi-ionリサイク
ル

企業戦略
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○

インドNAN GreenMetがベルギーSiloxと提携し、年
間4万トン規模のLi-ion電池リサイクル施設を建設。湿
式冶金法で重要金属を回収。

#11 ABTCリチウム回収 技術比較
●●●●

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○

ABTCがブラックマスから直接リチウムを早期回収す
る独自技術を開発。従来の損失を減らし、回収率と経
済性を大幅改善。

#12 リサイクル工場売却 市場危機
●○○○

○
●○○○

○
●●○○

○
●●●●

○
●●○○

○

Ascend Elementsのケンタッキー州リサイクル工場が
チャプター11競売で売却。大規模リサイクルインフラ
構築の困難さを露呈。
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#13 インドEVリサイクル 企業戦略
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○

インドでLohum Cleantech、Attero Recyclingなどが
台頭。スウェーデンを参考に循環型サプライチェーン
構築を目指す。

#14
リサイクルプラント要
件

解説記事
●○○○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○

バッテリーリサイクルプラント設立には、バッテリー
種特定、立地、設備選定、回収効率、自動化・安全性
が重要。

#15 英国BESS火災安全 解説記事
●●○○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○

英国がBESS火災安全ガイドラインを強化。計画、調
達、試運転、メンテナンス、緊急対応に新たな要件を
提示。

#16 NY BESS火災規制 解説記事
●●○○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○

NYSERDAがBESS火災安全規制を更新。安全標識義務
化、公益事業免除撤廃、集中監視、消防士の「防御的
姿勢」を強調。

#17 BESS火災水貯蔵 新製品
●●●○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○

AquaspiraがBESS向け火災水貯蔵ソリューションを提
供。3脚タンク構成で設置面積30%削減、Hams
Hall施設で採用。

#18 BESS DC保護ガイド 解説記事
●●○○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○

2026年版1500V BESS DC保護ガイドが改訂。故障検
出、アーク抑制、熱暴走伝播防止、緊急隔離の多層的
アプローチを詳述。

#19 Wärtsilä事業再編 企業戦略
●○○○

○
●●●○

○
●●○○

○
●●●●

○
●●○○

○
WärtsiläがRCT Solutionsと合弁でグローバル蓄電事
業を再編。2027年末までに黒字化目標。

#20 CATL次世代Na-ion 新製品
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

●

CATLが20年寿命、600km航続EV対応のNa-ion電池
プラットフォーム「One Shell, Two
Cells」発表。2026年後半大規模展開。

#21 米国Na-ion国家戦略 企業戦略
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○

米国バッテリーリーダーシップ連合がNa-ion電池を国
家戦略の柱と位置付け、国内サプライチェーン構築と
エネルギー安全保障強化へ。

#22 乾式電極製造 技術比較
●●●●

○
●●○○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○

インペリアル・カレッジ・ロンドンが溶媒フリー乾式
電極製造技術を開発。電池コスト・環境負荷を大幅削
減、大規模生産の可能性。

#23
シリコンアノードEV席
巻

技術比較
●●●●

○
●●●●

●
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

●

シリコンアノードが全固体電池に先行しEV市場を席巻
。Amprius、Sila Nanotechnologiesが航続距離・充
電速度を大幅改善。

#24 乾式電極欧州特許 技術比較
●●●●

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○

Dragonfly Energyが乾式電極製造と全固体電池技術
に関する欧州特許を取得。溶媒フリー製造で知財強化
。

#25 米国LFP正極材 企業戦略
●●○○

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○

Wildcat Discovery TechnologiesとEnergyXがテキサ
ス州に年間1.5万トン規模のLFP正極材製造施設を設立
。2.3億ドル投資。

#26 GM/Peak Na-ion提携 企業戦略
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○

Peak EnergyとGMが系統規模Na-ion電池で提携。コ
スト20%削減、国内供給拡大へ。GMはセル製造独占
権。

#27 米国VPP加速 市場概観
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○

マサチューセッツ・ミネソタ州がデータセンターとEV
需要に対応するためVPPプログラムを加速。2035年ま
でに3.5GW目標。

#28 Sila特許訴訟 市場危機
●○○○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○

Sila Nanotechnologiesが中国C-ONEに対し特許侵害
訴訟を提起。米国バッテリー技術の知的財産保護を強
調。

#29 Enovix株価評価 企業戦略
●●○○

○
●●●○

○
●●○○

○
●●●○

○
●●○○

○

Enovix株価が新規受注発表後も低迷。アナリストは2
025年高容量生産と次世代バッテリーへの期待で46%
過小評価の可能性を指摘。

#30 LiCAP乾式電極 技術比較
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○

LiCAP Technologiesがカリフォルニア州から1,130万
ドルの助成金獲得。次世代バッテリー向け乾式電極製
造を拡大。

#31 VPP市場予測 市場概観
●○○○

○
●●●●

●
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

○

BriefGlance予測、VPP市場は2026年に55～70GW、
年間収益35～55億ドルに達する。天然ガス発電所の
安価な代替。
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# 記事タイトル 種別 技術
新規性

実用化
距離

市場
インパクト

データ
信頼性

日本
関連度 一行サマリ

#32
シリコンアノードEV採
用

技術比較
●●●●

○
●●●●

●
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

●

シリコンアノード電池が全固体電池に先行しEV市場を
席巻。Group14技術搭載Molicelバッテリーがハイパ
ーカーに採用。

#33
GM/Redwood循環経
済

企業戦略
●●●○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○

GMがRedwood Materialsとバッテリーライフサイク
ル全域で提携。再利用バッテリーで300万ドル超の電
気料金削減、AIデータセンターも電力供給。

#34 カリフォルニアVPP 市場概観
●●○○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○

カリフォルニア州Ava Community Energyが家庭用V
PP参加者に最大6,000ドルのバッテリー設置リベート
を提供しグリッド強化。

#35 LFPコスト上昇 市場危機
●○○○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○

2026年、LFPバッテリーコストは原材料価格に加え、
供給安定性・パートナーシップが重要に。市場成熟と
サプライチェーン最適化が鍵。

#36 中国OEM電池参入 企業戦略
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○

中国の自動車OEMがバッテリー製造に本格参入。サプ
ライチェーン連携加速で次世代電池実用化へ。EV市場
競争激化に対応。

#37 DCエネルギー戦略 解説記事
●○○○

○
●●●●

●
●●○○

○
●●●○

○
●●●○

○

Telborgがデータセンター向けエネルギー戦略を解説
。レジリエンスと持続可能性を重視し、効率的な電力
供給とエネルギー貯蔵を強調。

#38 G7重要鉱物ルール 市場危機
●●●○

○
●●●●

●
●●●●

●
●●●●

●
●●●●

●

G7の重要鉱物「60%ルール」がサプライチェーンを
再構築。特定の国への依存を減らし、多様化とレジリ
エンス強化を加速。

#39 Sila特許保護 市場危機
●○○○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○

Sila Nanotechnologiesが米国で特許侵害訴訟を提起
。国内バッテリー技術のイノベーション保護を目的と
し、知的財産の重要性を示す。

#40
Waymoバッテリー再
利用

企業戦略
●●●○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○

WaymoとB2U Storage Solutionsが提携し、使用済
みEVバッテリーを定置型貯蔵に再利用。循環経済と電
力網サポートを促進。

#41 VPPグリッド安定化 解説記事
●○○○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○

バーチャルパワープラント（VPP）が分散型エネルギ
ー資源を統合し、再生可能エネルギーの最適化と電力
網の安定化に貢献。

#42 GM次世代EV電池 企業戦略
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

●

GMが将来のEVにシリコンアノードと全固体電池を採
用へ。航続距離と充電速度を飛躍的に向上させ、EV性
能と競争力を強化。

#43 カリフォルニアVPP 市場概観
●●○○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○

カリフォルニア州VPPプログラムが家庭用バッテリー
新規設置に最大6,000ドルの助成金を提供。グリッド
強化と再生可能エネルギー統合を促進。

●●●●○ High ●●●○○ Med-High ●●○○○ Med ●○○○○ Low | 背景黄色＝注目記事
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今週、判断に影響しうる3つの問い

❶ ナトリウムイオン電池はリチウムの代替本命となるか？
中国CATLが20年寿命・600km航続EV対応のNa-ionプラットフォームを発表し、米国も国家戦略としてNa-ionを推進。
原材料コストと資源制約の課題を解決するNa-ionは、EVや定置用蓄電の設計前提を大きく変える可能性を秘めています。
貴社はNa-ionへの戦略を明確にしていますか？

❷ 全固体電池を待つ間にEV市場を席巻するシリコンアノードへの対応は？
AmpriusやSila Nanotechnologiesのシリコンアノード技術がEVの航続距離と充電速度を大幅に改善し、既にハイパーカ
ーやメルセデス・ベンツに採用されています。全固体電池の商用化にはまだ時間がかかる中、この「ブリッジング技術」
はEV性能の新たな標準を確立しつつあります。貴社のEVバッテリー戦略にシリコンアノードは組み込まれていますか？

❸ 厳格化するバッテリーリサイクル規制は事業機会か、それとも重荷か？
欧州・G7はバッテリーリサイクルを戦略的資源と位置付け、再生材含有率の義務化や「60%ルール」を導入。米国でも
リサイクルインフラ構築の難しさが露呈する一方、GMはRedwoodと組みライフサイクル全体での循環経済を推進。貴社
はこれらの規制強化と循環経済への対応戦略を策定済みですか？

日本企業にとっての「機会 vs 脅威」

日本企業にとっての「機会 vs 脅威」マトリクス

機会大・脅威小 機会大・脅威大

影響小（参考） 脅威大・機会小

←
 機

会
 →

← 脅威 →

CATL Na-ion

Siアノード

乾式電極

VPP加速

G7リサイクル

G7鉱物ルール

BESS火災安全

中国OEM参入

項目 象限 ↑ 機会 ↓ 脅威

● CATL Na-ion 注意 高性能Na-ionの採用 EV市場競争激化

● Siアノード 注意 EV性能向上と差別化 全固体電池開発の再考

● 乾式電極 機会大 製造コスト・環境負荷減 既存設備投資の陳腐化

● VPP加速 機会大 新たな電力ビジネス創出 既存電力事業の変革

● G7リサイクル 脅威大 再生材市場への参入 リサイクルコスト増大

● G7鉱物ルール 脅威大 サプライヤー多様化 中国依存からの脱却困難

● BESS火災安全 脅威大 安全技術の差別化 BESS導入コスト増
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● 中国OEM参入 脅威大 共同開発の可能性 EV市場競争激化
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深掘り ① ― CATL、次世代Na-ion電池でEV市場を再定義
#20 | 2026/06/17 | Bitcoin News | 技術新規性●●●●● 実用化距離●●●●○ 市場インパクト●●●●●
データ信頼性●●●●○ 日本関連度●●●●●

中国のバッテリー大手CATLは、20年寿命または15,000回の充電サイクル、そして極低温下での安定した性能を誇るナ
トリウムイオン電池プラットフォーム「One Shell, Two Cells」を発表しました。この革新的なハイブリッドアーキテ
クチャは、Na-ionとLi-ionを組み合わせることで、EVで最大600kmの航続距離を実現すると謳われています。国産の
合成炭素アノードを使用することで、サプライチェーンリスクの低減も図られており、2026年後半には大規模な展開
が計画されています。

この技術は、従来のNa-ion電池の課題であったエネルギー密度と低温性能を大幅に改善し、リチウム資源の制約や価格
高騰に直面するバッテリー市場に新たな選択肢を提供します。特に、EV市場におけるコスト競争力と航続距離の要求に
応えることで、CATLは次世代バッテリー技術の新たな標準を確立し、グローバル市場での主導的地位をさらに強化す
る可能性があります。

▶ 技術者の視点

CATLの発表は、Na-ion電池が低コスト・低性能のニッチ市場向けという従来の認識を覆すものです。2
0年寿命や600km航続距離は非常に楽観的な数値に見えますが、ハイブリッドアーキテクチャや合成炭
素アノード技術の進展は注目に値します。特に、低温性能の改善は寒冷地でのEV普及に不可欠であり、
日本メーカーもこの点での技術開発を急ぐ必要があります。日本企業にとっては、高性能Na-ion電池の
サプライチェーン構築における【機会】であると同時に、中国勢にEVバッテリー市場の主導権を奪われ
る【脅威】でもあります。CATLの量産計画を注視し、自社のNa-ion開発ロードマップと製造プロセス
への影響を評価すべきです。

深掘り ② ― シリコンアノードがEV市場を席巻、全固体電池に先行
#23 | 2026/06/19 | InsideEVs | 技術新規性●●●●○ 実用化距離●●●●● 市場インパクト●●●●● データ信頼性●●●●○
日本関連度●●●●●

シリコンアノード技術が、全固体電池の商用化に先行してEVバッテリー市場の現実的な次世代ソリューションとして急
速に浮上しています。AmpriusやSila Nanotechnologiesといった企業は、シリコンアノードによりEVの航続距離と充
電速度を大幅に改善する具体的な成果を示しており、Silaはメルセデス・ベンツやパナソニックと供給契約を結んでい
ます。GMのバッテリー担当責任者も、シリコンが短中期的に主要なソリューションとなると言及しています。

シリコンはグラファイトの約10倍のリチウムイオンを貯蔵でき、エネルギー密度を飛躍的に向上させる可能性を秘めて
います。Silaの「Titan Silicon」は、10分で80%充電可能なバッテリーセルを実現し、航続距離不安を解消する鍵とな
ります。全固体電池が抱える製造コスト、耐久性、スケーラビリティの課題が解決されるまでの間、シリコンアノード
は既存のリチウムイオン電池の性能を最大化する「ブリッジングテクノロジー」として、EV性能向上の主要な推進力と
なるでしょう。

▶ 技術者の視点

シリコンアノードは、全固体電池がまだ開発途上にある中で、EVの性能を劇的に向上させる現実的なソ
リューションとして急速に普及し始めています。Sila Nanotechnologiesの10分で80%充電という数値
は非常に魅力的であり、EVユーザーの充電体験を大きく変えるでしょう。ただし、シリコンの体積変化
によるサイクル寿命の課題は依然として存在し、その解決策が各社の技術の差別化ポイントとなります
。日本企業にとっては、シリコンアノード材料の開発・供給における【機会】である一方、この技術の
採用が遅れればEV市場での競争力を失う【脅威】となります。既存のLi-ion製造ラインへの統合性も考
慮し、早期の技術評価とサプライヤー選定が急務です。
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深掘り ③ ― 欧州・G7、バッテリーリサイクルを戦略的資源に位置付け
#02 | 2026/06/14 | MiningSEE | 技術新規性●●●○○ 実用化距離●●●●● 市場インパクト●●●●●
データ信頼性●●●●● 日本関連度●●●●●

欧州およびG7諸国は、バッテリーリサイクルを戦略的資源と位置付け、重要原材料の輸入依存度を低減するための方針
を強化しています。EUの「重要原材料法」は、2030年までに年間需要の25%をリサイクルで賄う目標を掲げ、ブラッ
クマス処理技術への投資と政策支援を強化。2023年7月に発効したEUバッテリー規制では、新規EVバッテリーにコバ
ルト16%、リチウム6%、ニッケル6%の最低再生材含有率を義務付けています。G7は「60%ルール」を導入し、203
5年までに年間消費量の20%をリサイクルから確保する目標も設定しています。

この動きは、サプライチェーンの強靭化と経済安全保障の確保に不可欠なものとして捉えられており、メルセデス・ベ
ンツやCATL子会社Brunpなどが高い金属回収率を達成しています。McKinseyは、バッテリーリサイクル市場が2040年
までに年間950億ドルの価値を生み出すと予測しており、その経済的意義も強調されています。

▶ 技術者の視点

欧州・G7のバッテリーリサイクル規制強化は、日本の材料メーカー、セルメーカー、OEMにとって無視
できない大きな【脅威】であり、【機会】でもあります。特に、EVバッテリーへの再生材含有率義務化
は、設計段階からの材料選定に影響を与え、リサイクル技術への投資を加速させるでしょう。日本はリ
サイクル技術で強みを持つものの、グローバルな規制に迅速に対応し、回収・精製・再利用のサプライ
チェーンを確立する必要があります。ブラックマス処理技術の効率化、特にリチウム回収率の向上が鍵
です。この規制は、新たなビジネスモデルやパートナーシップを生み出す可能性があり、日本企業は積
極的に関与し、国際標準化にも貢献すべきです。

その他の注目記事
シリコンアノード電池、全固体電池に先行しEV市場を席巻：Group14技術を搭載したMolicelバッテリーがハイパーカーに採用 (Motorsport Network)
技術新規性●●●●○ 実用化距離●●●●● 市場インパクト●●●●●

Group14のシリコンアノード搭載Molicelバッテリーがハイパーカーに採用。全固体電池を待たずEV性能を向上させる
現実解として注目。

GM、シリコンアノードと全固体電池をEVに採用へ、航続距離と充電速度を飛躍的に向上 (InsideEVs)
技術新規性●●●●○ 実用化距離●●●○○ 市場インパクト●●●●●

GMが将来のEVにシリコンアノードと全固体電池を積極採用。航続距離と充電速度の飛躍的向上でEV市場競争力強化を
目指す。

米国電池リーダーシップ連合が発足、ナトリウムイオン電池を国内の最重要技術として推進 (IndexBox)
技術新規性●●●○○ 実用化距離●●●●○ 市場インパクト●●●●○

米国がNa-ion電池を国家戦略の柱と位置付け、国内サプライチェーン構築を推進。15GWh超の調達計画が進行中。

General Motors、Redwood Materialsとバッテリーライフサイクル全域で提携：再利用バッテリーで300万ドル超の電気料金削減、AIデータセンターも電力供給
(General Motors)
技術新規性●●●○○ 実用化距離●●●●● 市場インパクト●●●●○

GMとRedwood Materialsがバッテリーの製造からリサイクル、セカンドライフまで提携。AIデータセンターへの再利
用も開始し循環経済を推進。

LiCAP Technologies、カリフォルニア州から1,130万ドルの助成金獲得：次世代バッテリー向け乾式電極製造を拡大 (Batteries News)
技術新規性●●●●○ 実用化距離●●●○○ 市場インパクト●●●●○

LiCAPがカリフォルニア州から助成金を得て乾式電極製造を拡大。溶媒フリーでコスト・環境負荷削減、次世代バッテ
リー生産を加速。
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今週のアクション提案

記事評価マトリクスと機会/脅威分析を踏まえたアクション提案です。

▍即時（今週中）
• 【R&D;/経営企画】CATLのNa-ion電池プラットフォーム「One Shell, Two
Cells」の技術詳細とロードマップを緊急調査し、自社EV/ESS製品への影響を評価する。

• 【調達/R&D;】シリコンアノード材料の主要サプライヤー（Amprius, Sila
Nanotechnologies等）の技術動向と供給体制を調査し、短期的なサプライチェーン戦略への影響を検討する。

• 【法務/経営企画】欧州・G7のバッテリーリサイクル規制（再生材含有率、60%ルール）の詳細を確認し、自社
製品のコンプライアンス状況を緊急レビューする。

▍短期（1ヶ月）
• 【R&D;/半導体PKG】乾式電極製造技術（LiCAP, Imperial College
London等）の最新動向を深掘りし、自社製造プロセスへの導入可能性とコスト削減効果を試算する。

• 【EV設計/材料メーカー】Na-ion電池の低温性能改善技術について、特に寒冷地市場での競争力を考慮した技術
ロードマップを再検討する。

• 【経営企画/調達】バッテリーリサイクルにおけるブラックマス処理技術の効率化（特にリチウム回収率）に関
する投資機会を評価し、パートナーシップの可能性を探る。

▍中長期（四半期〜）
• 【経営企画/R&D;】Na-ion、シリコンアノード、全固体電池の各技術がEV/ESS市場に与える影響を総合的に分
析し、2030年までの自社バッテリー戦略を再構築する。

• 【調達/セルメーカー】G7の重要鉱物「60%ルール」に対応するため、中国以外のサプライヤー開拓、国内リサ
イクル能力強化、および垂直統合戦略を検討する。

• 【半導体PKG/EV設計】BESSの火災安全規制強化（英国、NYSERDA）を鑑み、製品設計における安全性向上策
（多層的保護、火災水貯蔵等）を標準化し、コスト影響を評価する。

• 【経営企画/R&D;】VPP市場の成長予測に基づき、分散型エネルギーリソース（DER）を活用した新たなビジネ
スモデル（家庭用BESS、データセンター連携等）の創出を検討する。

troy-technical.jp 独自キュレーション。記事著作権は各原著作者に帰属。 | Gemini API + Claude | 2026-06-20
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収録記事一覧

#01 Energy DomeとSRP、Google支援のもとアリゾナ州に19MW/10時間のCO2バッテリーシステ
ムを導入

#02 欧州・G7、バッテリーリサイクルを戦略的資源に位置付け、2030年までに需要の25%を再生材

で賄う目標設定

#03 米国電池リーダーシップ連合が発足、ナトリウムイオン電池を国内の最重要技術として推進

#04 中国、CALBが110GWhの蓄電プロジェクト推進、Nayuan Technologyは寧夏に10GWhのナト
リウムイオン電池工場着工

#05 Cheryと提携したナトリウムイオン電池工場が中国で生産開始、ハードカーボン技術が鍵

#06 パキスタンでMoonwattがソーラーハイブリッドプラント向けにナトリウムイオンBESSを展開

#07 Inlyte Energy、鉄粉と食塩を用いた鉄-ナトリウムモジュールで低コストかつ長寿命のグリッド
蓄電を開発

#08 ナトリウムイオン電池の製造収率向上へ、材料からセルまでの多段階試験フレームワークが鍵

#09 最新のナトリウムイオン電池技術動向、Natron Energyが大規模生産開始、UNIGRIDは1,200万
ドル調達

#10 インドNAN GreenMet、ベルギーSiloxと提携し大規模リチウムイオン電池リサイクル施設を建
設へ

#11 ABTC、リチウム回収率を高める独自バッテリーリサイクル技術を開発：ブラックマスからの直
接回収を実現

#12 米国Ascend Elementsのケンタッキー州リサイクル工場、チャプター11競売でTurner-

Kokosing JVに3,170万ドルで売却

#13 インドのEVバッテリーリサイクル企業が台頭、スウェーデンを参考に循環型サプライチェーン構
築へ

#14 バッテリーリサイクルプラント設立に必要な重要事項：効率的な回収と環境コンプライアンスを
重視

#15 英国、BESS火災安全ガイドラインを強化：商用・産業用事業者に新たな要件を提示

#16 NYSERDAがBESS火災安全規制を更新、消防活動は「防御的姿勢」を強調

#17 Aquaspira、BESS向け革新的な火災水貯蔵ソリューションを提供、英国400MW Hams Hall施設
で採用

#18 1500V BESSのDC保護とグローバルコンプライアンスガイドが2026年に改訂、多層的アプロー
チを詳述

#19 Wärtsilä、RCT Solutionsと合弁でグローバル蓄電事業を再編し2027年末までに黒字化目標



#20 中国CATL、20年寿命と600km航続EV対応を謳う次世代ナトリウムイオン電池プラットフォーム
を発表

#21 米国バッテリーリーダーシップ連合、ナトリウムイオン電池を国家戦略の柱と位置付け、国内サ

プライチェーン構築へ

#22 インペリアル・カレッジ・ロンドン、溶媒フリー乾式電極製造で電池コスト・環境負荷を大幅削
減する新技術を開発

#23 シリコンアノード、全固体電池に先行してEV市場を席巻：Amprius、Sila Nanotechnologiesが
航続距離・充電速度を大幅改善

#24 Dragonfly Energy、乾式電極製造と全固体電池技術の欧州特許取得で知財ポートフォリオを強化

#25 Wildcat Discovery TechnologiesとEnergyX、米国テキサス州にLFP正極材製造施設を設立、国
内サプライチェーン強化へ2.3億ドル投資

#26 Peak EnergyとGM、系統規模ナトリウムイオン電池で提携：コスト20%削減、国内供給拡大へ

#27 マサチューセッツ・ミネソタ州、データセンターとEV需要に対応するためVPPプログラムを加
速、2035年までに3.5GW目標

#28 Sila Nanotechnologies、中国C-ONEに対する特許侵害訴訟を提起：米国バッテリー技術保護で
国内イノベーションを堅持

#29 Enovix (ENVX) 株価、新規受注発表後も低迷：2025年高容量生産と次世代バッテリーへの期待
で46%過小評価の可能性

#30 LiCAP Technologies、カリフォルニア州から1,130万ドルの助成金獲得：次世代バッテリー向け

乾式電極製造を拡大

#31 BriefGlance、仮想発電所（VPP）市場は2026年に55～70GW、年間収益35～55億ドルに達す
ると予測：天然ガス発電所の代替として有望

#32 シリコンアノード電池、全固体電池に先行しEV市場を席巻：Group14技術を搭載したMolicelバ
ッテリーがハイパーカーに採用

#33 General Motors、Redwood Materialsとバッテリーライフサイクル全域で提携：再利用バッテ
リーで300万ドル超の電気料金削減、AIデータセンターも電力供給

#34 カリフォルニア州Ava Community Energy、家庭用VPP参加者に最大6,000ドルのバッテリー設
置リベートを提供

#35 LFPバッテリー、2026年にコスト上昇局面へ：原材料価格に加え、供給安定性・パートナーシッ
プが重要に

#36 中国OEMがバッテリー製造に本格参入、サプライチェーン連携加速で次世代電池実用化へ

#37 Telborg、データセンター向けエネルギー戦略を解説：レジリエンスと持続可能性を重視

#38 G7の重要鉱物「60%ルール」がサプライチェーンを再構築、中国依存からの脱却加速



#39 Sila Nanotechnologies、米国で特許侵害訴訟を提起、国内バッテリー技術のイノベーション保
護へ

#40 WaymoとB2U Storage Solutionsが提携、使用済みEVバッテリーを定置型貯蔵に再利用

#41 バーチャルパワープラント（VPP）の台頭：分散型エネルギー資源でグリッド安定化

#42 GM、シリコンアノードと全固体電池をEVに採用へ、航続距離と充電速度を飛躍的に向上

#43 カリフォルニア州VPP、家庭用バッテリー新規設置に6,000ドル助成金を提供しグリッド強化



Energy DomeとSRP、Google支援のもとアリゾナ州に
19MW/10時間のCO2バッテリーシステムを導入

概要

Googleが出資するEnergy Domeとアリゾナ州のSalt River Project（SRP）は、SRPの
Coronado発電所に19MW、10時間の長期エネルギー貯蔵（LDES）が可能な二酸化炭素
（CO2）ベースのバッテリーシステムを導入する合意を発表しました。このプロジェ

クトは、Energy Dome独自の熱機械式CO2バッテリー技術を活用し、CO2を圧縮・貯
蔵して必要に応じて電力を生成します。2029年の稼働開始を予定しており、約4,275世
帯に10時間分の電力を供給可能となり、非リチウムイオンLDES技術の加速に向けた

GoogleとSRPの協業の一環として注目されます。

公開日 2026年06月16日  Utility Dive 他  アメリカ



詳細

主要成果

Googleが出資する長期エネルギー貯蔵（LDES）ソリューションプロバイダーである
Energy Domeと、アリゾナ州の大手公益事業者であるSalt River Project（SRP）は、SRP
のCoronado発電所内に19MW、10時間持続可能な二酸化炭素（CO2）ベースのバッテ
リーシステムを配備する正式合意を締結しました。この画期的なプロジェクトは、
Energy Domeが開発した独自の熱機械式CO2バッテリー技術を利用し、CO2を圧縮・貯
蔵することで、必要に応じて電力を生成するものです。2029年の稼働開始を目指してお
り、AIの成長とデータセンターの拡張に伴うエネルギー需要増大に対応するための、ス
ケーラブルでディスパッチ可能な容量を米国に提供します。

技術・臨床詳細

Energy DomeのCO2バッテリー技術は、可逆的な熱力学サイクルに基づいています。液
化されたCO2を熱と圧力を用いて気化させ、タービンを駆動して電力を生成します。そ
の後、CO2は再び冷却・圧縮されて液体に戻り、貯蔵されます。この「クローズドルー
プ」システムは、CO2排出量を増加させることなく、長時間のエネルギー貯蔵を実現し
ます。この19MW/10時間システムは、約4,275世帯に安定した電力を10時間連続で供給
する能力を持つと試算されています。従来のバッテリー技術とは異なり、CO2は安価で
豊富に入手でき、非可燃性であるため、安全面でも優位性があります。

貯蔵容量と期間: 19 MWの出力で10時間の連続放電が可能であり、合計190 MWhの
エネルギー貯蔵能力を持つ。

技術の独自性: CO2を動作流体として利用する熱機械式サイクルで、効率的かつ安全
に電力を貯蔵・放出する。

環境的利点: CO2を大気中に放出せず再利用するクローズドループシステムであり、
環境負荷が低い。

Googleの役割: Googleは、このプロジェクトの費用の一部を負担するコストシェア
リング契約を通じて、非リチウムイオンLDES技術の商用化を加速させる同社のコミ
ットメントを強調しています。これは、同社がデータセンターのエネルギー需要を満
たし、24時間365日クリーンエネルギーで稼働するという目標達成に不可欠な要素で
す。



背景・業界文脈

長期エネルギー貯蔵（LDES）は、変動性のある再生可能エネルギー源（太陽光、風力な
ど）の大量導入と、電力網の安定化にとって不可欠な技術です。リチウムイオン電池は
短・中期間の貯蔵には適していますが、長期間の貯蔵ではコストと寿命の課題がありま
す。Energy DomeのCO2バッテリーのような革新的な非リチウムイオンLDESソリューシ
ョンは、このギャップを埋める可能性を秘めています。SRPはアリゾナ州の主要な電力
事業者として、持続可能な電力供給を目指しており、Googleはデータセンター運営にお
けるカーボンニュートラルの達成を追求しています。この提携は、両社の目標達成に向
けた重要な一歩となります。

今後の展望

Coronado発電所でのCO2バッテリーシステムの導入は、大規模なLDES技術の実現可能
性と信頼性を実証する試金石となるでしょう。成功すれば、同様のCO2バッテリーシス
テムが他の地域や産業施設にも展開され、世界のエネルギー転換を加速させることが期
待されます。特に、AIの急速な発展とそれに伴うデータセンターの電力需要増加は、信
頼性と持続可能性の高いエネルギー貯蔵ソリューションへの投資をさらに推進する要因
となります。このプロジェクトは、米国のエネルギー供給の強靭化と、非リチウムLDES

技術のグローバル市場における競争力強化に貢献すると見込まれます。

元記事: https://www.utilitydive.com/news/energy-dome-srp-salt-river-project-build-19-mw-co2-battery-

system/823015/

収集日: 2026年06月20日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)
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欧州・G7、バッテリーリサイクルを戦略的資源に位置付
け、2030年までに需要の25%を再生材で賄う目標設定

概要

欧州およびG7諸国は、バッテリーリサイクルを戦略的資源と位置付け、重要原材料の
輸入依存度を低減するための方針を強化しています。EUの「重要原材料法（Critical

Raw Materials Act）」は、2030年までに年間需要の25%をリサイクルで賄う目標を掲

げ、ブラックマス処理技術への投資と政策支援を強化。2023年7月に発効したEUバッ
テリー規制では、新規EVバッテリーにコバルト16%、リチウム6%、ニッケル6%の最
低再生材含有率を義務付けています。G7は「60%ルール」を導入し、2035年までに年

間消費量の20%をリサイクルから確保する目標も設定しています。

公開日 2026年06月14日  MiningSEE 他  欧州



詳細

主要成果

欧州連合（EU）とG7諸国は、バッテリーリサイクル、E-waste、スクラップメタルを戦
略的資源として位置づけ、重要原材料の輸入依存度を劇的に低減する方針を強化してい
ます。特にEUは、2030年までに戦略的原材料の年間需要の25%をリサイクルで賄うとい
う野心的な目標を「重要原材料法（Critical Raw Materials Act）」のもとで掲げ、既存の
廃棄物ストリームの活用により達成可能であると見込んでいます。この動きは、サプラ
イチェーンの強靭化と経済安全保障の確保に不可欠なものとして捉えられています。

技術・政策詳細

EUのバッテリー規制（2023年7月発効）は、新規電気自動車（EV）バッテリーに対し
て、2030年までにコバルト16%、リチウム6%、ニッケル6%の最低再生材含有率を義務
付けています。これは、持続可能なバッテリーバリューチェーンを構築するための重要
な措置です。さらに、ブラックマス（使用済みバッテリーから前処理された粉末）処理
技術の開発には、多大な投資と政策支援が集中しており、これにより高い金属回収率が
実現されています。例えば、メルセデス・ベンツは96%の回収率を達成し、CATLの子会
社であるBrunpは年間27万トンの廃バッテリーを処理し、ニッケル、コバルト、マンガ
ンで99%以上の回収率を誇っています。

EU重要原材料法（Critical Raw Materials Act）: 2030年までに年間需要の25%をリサ
イクルで賄うことを目標とする。

EUバッテリー規制: 2030年までに新規EVバッテリーにおける再生材含有率（コバル
ト16%、リチウム6%、ニッケル6%）を義務付ける。

G7「60%ルール」: 2035年までに戦略的原材料の年間消費量の少なくとも20%をリサ
イクルから確保する。

技術的進歩: ブラックマス処理技術への投資が活発化し、湿式冶金法などの技術改善
により、リチウム回収率も2035年までに75-80%に向上すると予測されている。



背景・業界文脈

重要原材料の供給は、EVや再生可能エネルギー技術の普及に不可欠でありながら、その
多くが特定の地域に偏在しているため、地政学的リスクや価格変動のリスクに常に晒さ
れています。欧州がバッテリーリサイクルを「隠れた鉱山」と見なすのは、この脆弱性
を克服し、域内での供給安定性を高めるための戦略的な転換です。自動車メーカーや採
掘企業（Rio Tinto、Glencoreなど）も、この規制動向を背景に、自社のサプライチェー
ンを確保するためバッテリーリサイクル工場への投資を加速させています。McKinsey

は、バッテリーリサイクル市場が2040年までに年間950億ドルの価値を生み出すと予測
しており、その経済的意義も強調されています。

今後の展望

これらの強力な規制と投資は、バッテリーリサイクル産業の成長をさらに加速させ、新
たなビジネスモデルと技術革新を促進するでしょう。不均一な原材料品質、断片化され
た回収システム、急速に変化するバッテリー化学といった課題は依然として存在します
が、政策的な後押しと業界の連携により、これらは克服されていくと予想されます。欧
州は、バッテリーリサイクルにおいて世界的なリーダーシップを確立し、循環経済の原
則に基づいた持続可能な資源管理モデルを他地域に示す可能性があります。これによ
り、グローバルなサプライチェーンにおけるレジリエンスが向上し、次世代蓄電技術の
安定的な供給が保障されることになります。

元記事: https://www.miningsee.eu/europes-hidden-mine-how-battery-recycling-e-waste-and-scrap-

metals-are-becoming-strategic-resources/

収集日: 2026年06月20日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)
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米国電池リーダーシップ連合が発足、ナトリウムイオン電
池を国内の最重要技術として推進

概要

米国電池リーダーシップ連合（ABLC）は、ナトリウムイオン電池を米国のエネルギー
貯蔵、製造競争力、および国家安全保障にとって不可欠な技術として確立するために
発足しました。同連合は、米国企業がすでに15GWhを超えるナトリウムイオン貯蔵シ

ステムの調達を計画しており、リチウムイオン電池のサプライチェーンからの転換を
示唆していることを強調しています。ナトリウムイオン電池は、低い運用コストと長
いサイクル寿命といった経済的メリットに加え、コバルトやニッケルを含まず、豊富

な国内資源に依存することで持続可能な国内サプライチェーンの構築に貢献します。

公開日 2026年06月18日  IndexBox 他  アメリカ



詳細

主要成果

米国電池リーダーシップ連合（American Battery Leadership Coalition: ABLC）が発足
し、ナトリウムイオン電池（Na-ion電池）技術を米国のエネルギー貯蔵、製造競争力、
および国家安全保障における最重要技術として推進する活動を開始しました。この新た
な連合は、ナトリウムイオン電池が提供する経済的、環境的、戦略的な利点を強調し、
政府、産業界、研究機関の連携を通じて、この技術の国内展開を加速させることを目指
しています。

技術・政策詳細

ABLCは、ナトリウムイオン電池が従来のリチウムイオン電池と比較して、いくつかの
決定的な優位性を持つと主張しています。

資源の豊富さ: ナトリウムは地球上に豊富に存在し、米国にも豊富な資源があるた
め、サプライチェーンのリスクを低減し、特定の海外サプライヤーへの依存を緩和し
ます。

コストメリット: リチウム、コバルト、ニッケルなどの希少金属を使用しないため、
原材料コストを大幅に削減できます。これにより、バッテリーシステムの総所有コス
ト（TCO）が低減され、幅広いアプリケーションでの採用が促進されます。

安全性と性能: ナトリウムイオン電池は、熱暴走のリスクが低い傾向にあり、特定の
化学組成では広い温度範囲で安定した性能を発揮します。

国内製造の促進: 米国企業によるナトリウムイオン貯蔵システムの調達計画はすでに
15GWhを超えており、これは国内製造能力の強化と雇用創出に直結します。

この連合は、ナトリウムイオン電池の展開を支持する連邦政府の政策を提唱し、技術開
発、製造、配備を支援するためのインセンティブや規制枠組みの構築を目指します。



背景・業界文脈

米国は、電気自動車（EV）や再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、バッテリー技術の
国内サプライチェーン確立と、重要原材料への依存度低減を国家的な優先事項としてい
ます。リチウムイオン電池はその性能の高さから広く普及していますが、リチウム、コ
バルト、ニッケルなどの原材料供給が特定の国に集中しているため、地政学的リスクや
サプライチェーンの脆弱性が指摘されています。ナトリウムイオン電池は、これらの課
題に対する費用対効果が高く、持続可能な代替ソリューションとして大きな期待が寄せ
られています。ABLCの設立は、こうした背景から、米国内でのナトリウムイオン電池
エコシステムの育成に向けた包括的な取り組みの一環として位置づけられます。

今後の展望

ABLCの活動は、米国におけるナトリウムイオン電池の研究開発、製造投資、そして市
場展開を加速させる重要な触媒となるでしょう。同連合は、政策立案者、産業界リーダ
ー、学術機関と緊密に連携し、国内のナトリウムイオン電池産業がグローバル市場で競
争力を持ち、エネルギーの独立性を強化できるよう支援します。これにより、次世代の
エネルギー貯蔵ソリューションとしてのナトリウムイオン電池の可能性が最大限に引き
出され、米国のクリーンエネルギー目標達成に貢献することが期待されます。また、デ
ータセンター事業者や公益事業者からの15GWh超の調達計画は、初期市場が既に形成さ
れつつあることを示しており、今後の急速な成長が見込まれます。

元記事: https://www.indexbox.io/blog/american-battery-leadership-coalition-launches-to-advance-

sodium-ion-technology-in-the-us/

収集日: 2026年06月20日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.indexbox.io/blog/american-battery-leadership-coalition-launches-to-advance-sodium-ion-technology-in-the-us/
https://www.indexbox.io/blog/american-battery-leadership-coalition-launches-to-advance-sodium-ion-technology-in-the-us/


中国、CALBが110GWhの蓄電プロジェクト推進、Nayuan
Technologyは寧夏に10GWhのナトリウムイオン電池工場
着工

概要

中国各地で大規模なエネルギー貯蔵プロジェクトが承認され、建設が開始されてお

り、リチウムイオン電池とナトリウムイオン電池の両方が含まれています。中でも、
CALBの110GWhエネルギー貯蔵バッテリープロジェクトが承認され、年産50GWhの蓄
電用バッテリーと60GWhのバッテリーシステムを生産する計画です。また、Nayuan

Technologyは寧夏省で10GWh規模のナトリウムイオン電池生産プロジェクトを着工
し、第一期では6万トンの複合ナトリウム鉄リン酸カソード材料と3万トンのハードカ
ーボンアノード材料の生産ラインを建設します。これらの投資は、中国の次世代蓄電

産業における主導的地位を強化するものです。

公開日 2026年06月18日  Energytrend  中国



詳細

主要成果

中国各地で、リチウムイオン電池とナトリウムイオン電池を含む複数の大規模エネルギ
ー貯蔵プロジェクトが承認され、または着工されました。特に注目されるのは、CALB
の110GWhエネルギー貯蔵バッテリープロジェクトの承認と、Nayuan Technologyによ
る寧夏省での10GWhナトリウムイオン電池生産プロジェクトの着工です。これらの大規
模な投資は、中国が世界のエネルギー貯蔵市場における主導的な地位をさらに強固にす
るための戦略的な動きを示しています。

技術・臨床詳細

CALBのプロジェクトは、年間50GWhのエネルギー貯蔵バッテリーと60GWhのバッテリ
ーシステムを生産する能力を持ち、大規模な電力網統合や産業用アプリケーションに対
応するものです。一方、Nayuan Technologyのナトリウムイオン電池プロジェクトは、
特に次世代バッテリー技術に焦点を当てています。第一期工事では、以下の主要材料の
生産ラインが建設されます。

複合ナトリウム鉄リン酸カソード材料: 年間生産能力6万トン。ナトリウムイオン電
池の主要な正極材料であり、コスト効率と安全性に優れる。

ハードカーボンアノード材料: 年間生産能力3万トン。ナトリウムイオン電池のアノ
ードとして、リチウムイオン電池で一般的に使用されるグラファイトよりもナトリウ
ムイオンの大きなサイズに対応し、優れた性能を発揮する。

これらの材料生産能力は、ナトリウムイオン電池のサプライチェーンを垂直統合し、安
定供給とコスト競争力を確保するために不可欠です。

背景・業界文脈

中国は、再生可能エネルギーの導入を加速させ、電力網の安定性を高めるために、エネ
ルギー貯蔵技術への大規模な投資を積極的に行っています。リチウムイオン電池は依然
として主流ですが、リチウム資源の制約やコスト上昇を背景に、ナトリウムイオン電池
のような代替技術への関心が高まっています。ナトリウムイオン電池は、原材料が豊富
で安価であり、既存のリチウムイオン電池の製造インフラを一部転用できるため、急速
な商業化が期待されています。これらのプロジェクトは、中国が世界のバッテリー製造
拠点としての地位を維持し、さらに進化させる上での重要なステップとなります。



今後の展望

CALBとNayuan Technologyによるこれらの大規模プロジェクトは、中国のエネルギー貯
蔵産業全体の成長を牽引するだけでなく、グローバルなバッテリー市場におけるナトリ
ウムイオン電池の普及を大きく促進するでしょう。特にNayuan Technologyによるナト
リウムイオン電池の材料からセルまでの一貫生産体制の構築は、技術革新とコスト削減
を加速させ、次世代バッテリーの普及に貢献します。これらの投資は、脱炭素化とエネ
ルギー安全保障の達成に向けた世界の取り組みにおいて、中国が果たす役割の重要性を
さらに高めるものとなります。

元記事: https://www.energytrend.com/news/20260618-51617.html

収集日: 2026年06月20日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)
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